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ギョメイギョジ」という教育勅語をもじったプラカード 109）
を作成した，皇居前で行われた「米よこせデモ」の参加者が，現在では削除されている刑















シ不敬ノ行爲アリタル者ハ 3 月以上 5 年
以下ノ懲役ニ處ス」（1 項）「神宮又ハ皇陵ニ対シ不敬ノ行爲アリタル者亦同シ」（2 項）。
111）最大判昭和 23（1948）年 5 月 26 日刑集 2 巻 6 号 529 頁。
112） 最大判昭和 23（1948）年 3 月 12 日刑集 2 巻 3 号 191 頁（島保，藤田八郎，岩松三郎，河村又介裁
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としての石井記者事件 114），警察予備隊違憲訴訟（本章第 1 節 2（1）参照）における門前払
いの判決，農地改革に関する第 29 条第 3 項の「正当な補償」を「相当な補償」で良いと
した判決（農地改革事件 115） ，集会の自由に関する皇居前広場事件 116），デモ行進に関する
新潟県公安条例事件 117）及び東京都公安条例事件 118），後に何度か問題となる公衆浴場適正配
置規制に関する事件 119），選挙運動期間中の文書活動の制限 120），刑事訴訟法上の緊急逮捕を
合憲と判断した判決 121），特別裁判所の意味が問われた事件 122），謝罪広告に関する事件 123），
法廷秩序維持と取材の自由が問題となった北海タイムス事件 124），租税法律主義の意義が問
判官らの補充意見［将来的な死刑廃止の可能性を認めた］，井上登裁判官の意見がある）。
113）最大判昭和 27（1952）年 2 月 20 日民集 6 巻 2 号 122 頁。
114）最大判昭和 27（1952）年 8 月 6 日民集 6 巻 8 号 974 頁。
115） 最大判昭和 28（1953）年 12 月 23 日民集 7 巻 13 号 1523 頁・判例時報 18 号 3 頁（栗山茂裁判官の
補足意見［財産権の内容は公共の福祉を尺度として定まる］，井上登裁判官・岩松三郎裁判官の意
見（事件当時は憲法外，被占領中のことだが正当価額に至る対価の請求をなし得るという，実質的
には反対意見），真野毅裁判官の意見［自作農創設特別措置法第 3 条の補償は憲法第 29 条第 3 項に
いう正当な補償ではないという，実質的には反対意見］がある）。
116） 最大判昭和 28（1953）年 12 月 23 日民集 7 巻 13 号 1561 頁（栗山茂の意見［公共要物の使用許可
は警察許可の性質を帯びているものがあり，皇居外苑使用不許可処分は違法であるとした］がある）。
117） 最大判昭和 29（1954）年 11 月 24 日刑集 8 巻 11 号 1866 頁（藤田八郎裁判官の少数意見［条例を
意見と断ずる，実質的には反対意見］がある）。
118） 最大判昭和 35（1960）年 7 月 20 日刑集 14 巻 9 号 1243 頁（藤田八郎裁判官及び垂水克己裁判官の
反対意見［いずれも条例を違憲とする］がある）。
119）最大判昭和 30（1955）年 1 月 26 日刑集 9 巻 1 号 89 頁。
120）最大判昭和 30（1955）年 3 月 30 日刑集 9 巻 3 号 635 頁。
121）最大判昭和 30（1955）年 12 月 14 日刑集 9 巻 13 号 2760 頁。
122）最大判昭和 31（1956）年 5 月 30 日刑集 10 巻 5 号 756 頁。










事件 130），金銭債務臨時調停法（1951 年廃止）第 7 条が定めていた，調停に代わる裁判と憲
法第 32 条・第 82 条との関係が問われた純然たる訴訟事件 131）など，判例として重要な意
義を持つ判決が下されている。しかし，保守色の強い判決が多く出された一方で，少数意
見も活発に表明された。





125） 最二小判昭和 33（1958）年 3 月 28 日民集 12 巻 4 号 624 頁（第 2 小法廷裁判長は小谷勝重。陪席
裁判官は藤田八郎，河村大助，奥野健一）。
126） 最大判昭和 33（1958）年 10 月 15 日刑集 12 巻 14 号 3305 頁（下飯坂潤夫裁判官・奥野健一裁判官
らの補足意見［条例制定権を認める規定のみを根拠として，抽象的に合憲の結論を導くべきではな
い］がある）。
127） 最大判昭和 32（1957）年 3 月 13 日刑集 11 巻 3 号 997 頁（小林俊三裁判官の補足意見，真野毅裁
判官の意見がある）。









129） 最大判昭和 34（1959）年 12 月 16 日刑集 13 巻 13 号 3225 頁。佐藤註 1 前掲「憲法総論の再検討」
第 3 章第 3 節 3 参照。田中耕太郎，島保，藤田八郎・入江俊郎，垂水克己，河村大助，石坂修一の
各裁判官がそれぞれ（藤田裁判官・入江裁判官は合同）補足意見，小谷勝重裁判官の意見［実質的
に反対意見］と，奥野健一裁判官・高橋潔裁判官の（合同）意見［実質的に反対意見］がある。
130） 最大判昭和 35（1960）年 6 月 8 日民集 14 巻 7 号 1206 頁（小谷勝重裁判官・奥野健一裁判官によ
る統治行為論適用に反対する「意見」，河村大助裁判官による，実質的反対「意見」，石坂修一裁判
官による意見が付されている）。
131）最大決昭和 35（1960）年 7 月 6 日民集 14 巻 9 号 1657 頁。
132）最大判昭和 38（1963）年 5 月 22 日刑集 17 巻 4 号 370 頁・判例時報 335 号 5 頁。












件 140）である。「公労法 141）17 条 1 項［争議行為の禁止］に違反した者に対して，……民事責













134）最大判昭和 38（1963）年 3 月 27 日刑集 17 巻 2 号 121 頁。
135）最大判昭和 38（1963）年 5 月 15 日刑集 17 巻 4 号 302 頁。
136）最大判昭和 38（1963）年 6 月 26 日刑集 17 巻 5 号 521 頁。
137）最大判昭和 38（1963）年 12 月 4 日刑集 17 巻 12 号 2434 頁。
138）最大判昭和 39（1964）年 2 月 26 日民集 18 巻 2 号 343 頁。
139）最大判昭和 39（1964）年 11 月 18 日民集 18 巻 9 号 1868 頁。
140）最大判昭和 41（1966）年 10 月 26 日刑集 20 巻 8 号 901 頁。
141） 公共企業体等労働関係法（昭和 23 年法律 257 号［昭和 23 年 12 月 20 日］）のこと。旧「国営企業
労働関係法」であり，現「特定独立行政法人等の労働関係に関する法律」である。
142）最大判昭和 42（1967）年 5 月 24 日民集 21 巻 5 号 1043 頁。
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144）最大判昭和 44（1969）年 4 月 2 日刑集 23 巻 5 号 305 頁・判例時報 550 号 21 頁。




























































くないが（約 3 年），旧都市計画法第 16 条第 1 項に基づく土地収用につき土地収用法に
よる補償がいつの時点の価格に根拠をおくべきかが争われた，第 29 条第 3 項に関する土
147）最大判昭和 48（1973）年 4 月 4 日刑集 27 巻 3 号 265 頁。本章第 1 節 3 参照。
148）最大判昭和 44（1969）年 6 月 25 日刑集 23 巻 7 号 975 頁。
149）最大判昭和 44（1969）年 3 月 13 日刑集 23 巻 10 号 1239 頁。
150）最大判昭和 44（1969）年 11 月 26 日刑集 23 巻 11 号 1490 頁。
151）最大判昭和 44（1969）年 12 月 24 日刑集 23 巻 12 号 1625 頁（京都府学連事件）。
152）最大判昭和 45（1970）年 6 月 24 日民集 24 巻 6 号 625 頁。




地収用法事件 155），私人間効力に関する三菱樹脂事件 156）及び昭和女子大事件 157），国家公務員
の政治行為に関する猿払事件 158），集団行進・集団示威行動規制条例規定があいまい不明確




在の最高裁が落成している（1974 年 5 月 13 日）。
　7 代目長官は藤林益三（1976 年 5 月 25 日～ 1977 年 8 月 25 日在任）である。初の弁護
士出身長官であった（今までのところ唯一の例）。就任時点で高齢であり（藤林は 1907 年
8 月 26 日生まれである），任期が極めて短かった（1 年 3 ヶ月）。しかし富山大学単位等




高齢のため 2 年に満たず退官した藤林の後任として 8 代目長官となったのは，岡原昌
男（1977 年 8 月 26 日～ 1979 年 3 月 31 日在任）であった。岡原は検察官出身であるが，
すでに最高裁判事としては 7 年間の経験があった。岡原長官時代，違憲判決はないが，取
材の自由及び罪刑法定主義に関わる重要判決である外務省秘密伝聞漏洩事件（通称西山記
155） 最一小判昭和 48（1973）年 10 月 18 日民集 27 巻 9 号 1210 頁（第 1 小法廷裁判長岸上康夫。陪席
裁判官藤林益三［第 7 代最高裁長官］，下田武三，岸盛一。大隅健一郎［商法学者］裁判官は判決
時に海外出張のため署名していない）。
156）最大判昭和 48（1973）年 12 月 12 日民集 27 巻 11 号 1536 頁。
157） 最三小判昭和 49（1974）年 7 月 19 日民集 28 巻 5 号 790 頁（第 3 小法廷裁判長は坂本吉勝。陪席
裁判官は関根小郷，天野武一，江里口清雄，髙辻正己）。
158）最大判昭和 49（1974）年 11 月 6 日刑集 28 巻 9 号 393 頁。第 3 章第 3 節 2 参照。
159）最大判昭和 50（1975）年 9 月 10 日刑集 29 巻 8 号 489 頁。
160）最大判昭和 51（1976）年 5 月 21 日刑集 30 巻 5 号 615 頁。
161）最大判昭和 51（1976）年 5 月 21 日刑集 30 巻 5 号 1178 頁。
162）最大判昭和 50（1975）年 4 月 30 日民集 29 巻 4 号 572 頁。本章第 1 節 3 参照。
163） 最大判昭和 51（1976）年 4 月 14 日民集 30 巻 3 号 223 頁。ただし事情判決の手法を用いて選挙自
体は有効としている。本章第 1 節 3 及び第 3 章第 3 節 4（4）参照。
164） 最三小判昭和 52（1977）年 3 月 15 日民集 31 巻 2 号 234 頁（第 3 小法廷裁判長は天野武一。陪席
裁判官は江里口清雄，高辻正己，服部高顯［第 9 代最高裁長官］，環昌一）。
165）最大判昭和 52（1977）年 5 月 4 日刑集 31 巻 3 号 182 頁。













顯（1979 年 4 月 2 日～ 1982 年 9 月 30 日在任）である。9 代目
長官以後，裁判官出身の長官が続いている。服部長官時代には，選挙期間中の文書配布






167） 最一小決昭和 53（1978）年 5 月 31 日刑集 32 巻 3 号 457 頁（第 1 小法定裁判長は岸盛一，陪席裁
判官は岸上康夫，團藤重光，藤崎萬里，本山亨）。
168）最大判昭和 53（1978）年 10 月 4 日民集 32 巻 7 号 1223 頁。
169） 最一小判昭和 54（1979）年 12 月 20 日刑集 33 巻 7 号 1074 頁（第 1 小法廷裁判長は團藤重光，陪
席裁判官は藤崎萬里，本山亨，戸田弘，中村治朗）。












172） 最三小判昭和 56（1981）年 3 月 24 日民集 35 巻 2 号 300 頁（第 3 小法廷裁判長は寺田治郎，陪席
裁判官は環昌一，横井大三，伊藤正己）。
173） 最三小判昭和 56（1981）年 4 月 7 日民集 35 巻 3 号 443 頁（第 3 小法廷裁判長は横井大三，陪席裁
判官は環昌一，寺田治郎）。寺田裁判官による意見がある。
174） 最三小判昭和 56（1981）年 4 月 14 日民集 35 巻 3 号 620 頁（第 3 小法廷裁判長は寺田治郎，陪席
裁判官は環昌一［反対意見（「過失の責めを問うことは過酷に過ぎ相当でない」）］，横井大三，伊藤
正己［補足意見（前科のプライバシー性を強調）］）。
175） 最一小判昭和 56（1981）年 4 月 16 日刑集 35 巻 3 号 84 頁（第 1 小法廷裁判長は團藤重光，陪席裁
判官は藤崎萬里，本山亨，中村治朗）。破棄差戻判決であるが，職権による判断の中で刑法 230 条
ノ 2 の解釈という形で，実質的に名誉毀損に関する憲法論を展開している。



































178）最大判昭和 57（1982）年 7 月 7 日民集 36 巻 7 号 1235 頁。
179） 最一小判昭和 57（1982）年 7 月 15 日判例時報 1053 号 93 頁・判例タイムズ 478 号 168 頁・集民
























































　11 代目長官は，矢口洪一（1985 年 11 月 5 日～ 1990 年 2 月 19 日在任）である。森林法
共有林分割禁止規定違憲判決 186）を出している他にも，結論としては合憲であるが重要な
判例がある。選挙権，そして立法不作為にかかわる，在宅投票制度廃止事件 187）が司法権
180）最大判昭和 58（1983）年 6 月 22 日民集 37 巻 5 号 793 頁。
181）最大判昭和 59（1984）年 12 月 12 日民集 38 巻 12 号 1308 頁。
182） 最三小判昭和 59（1984）年 12 月 18 日刑集 38 巻 12 号 3026 頁（第 3 小法廷裁判長は木戸口久治，
陪席裁判官は伊藤正己，安岡滿彦，長島敦）。伊藤裁判官が補足意見としてパブリック・フォーラ
ム論を述べていることが注目される。
183）最大判昭和 60（1985）年 10 月 23 日刑集 39 巻 6 号 413 頁。
184） 最一小判昭和 59（1984）年 5 月 17 日民集 38 巻 7 号 721 頁（第 1 小法廷裁判長は角田禮次郎，陪
席裁判官は藤崎萬里，谷口正孝，和田誠一，矢口洪一）。藤崎裁判官による，訴え却下を主張する
反対意見がある。
185） 最大判昭和和 60（1985）年 3 月 27 日民集 39 巻 2 号 247 頁（伊藤正己裁判官の補足意見［一部実
質的に反対意見］，谷口正孝，木戸口久治，島谷六郎の各裁判官によるそれぞれの補足意見がある）。
186）最大判昭和 62（1987）年 4 月 22 日民集 41 巻 3 号 408 頁。















裁判権の関係が問われた事件 195），営業の自由にかかわる 2 度に亘る公衆浴場適正配置規制
に関する事件 196），平和主義及び私人間効力の関係が問われた百里基地訴訟 197），教育を受け
席裁判官は谷口正孝，角田禮次郎，矢口洪一，髙島益郎）。
188）最大判平成 17（2005）年 9 月 14 日民集 59 巻 7 号 2087 頁。
189）最大判昭和 61（1986）年 6 月 11 日民集 40 巻 4 号 872 頁。
190） 最三小判昭和 62（1987）年 3 月 3 日刑集 41 巻 2 号 15 頁（第 3 小法廷裁判長は安岡満彦，陪席裁
判官は伊藤正己，長島敦，坂上壽夫）。
191） 最三小判平成元（1989）年 9 月 19 日刑集 43 巻 8 号 785 頁（第 3 小法廷裁判長は伊藤正己，陪席裁
判官は安岡満彦，坂上壽夫，貞家克己）。伊藤裁判官による表現の自由との関連での疑義を精緻に
検討した補足意見がある。
192）最大判昭和 62（1987）年 4 月 24 日民集 41 巻 3 号 490 頁。
193）最大判昭和 63（1988）年 6 月 1 日民集 42 巻 5 号 277 頁。
194） 最三小判昭和 63（1988）年 12 月 20 日判例時報 1307 号 113 頁・集民 155 号 405 頁。法廷の構成は
岐阜県青少年保護育成条例事件と同様であるが裁判長が坂上裁判官となっている。
195） 最二小判平成元（1989）年 11 月 20 日民集 43 巻 10 号 1160 頁（第 2 小法廷裁判長は香川保一，陪
席裁判官は牧圭次，島谷六郎，藤島昭，奥野久之）。天皇に民事裁判権が及ばない理由を「象徴で
あるから」としか述べていないため，学説からの批判が強い判決である。
196） 最二小判平成元（1989）年 1 月 20 日刑集 43 巻 1 号 1 頁（天皇の民事裁判権に関する判決と法廷と
裁判官の構成は同様であるが，裁判長は藤島裁判官である）及び最三小判平成元年 3 月 7 日集民
156 号 299 頁（法廷の構成は岐阜県青少年保護育成条例事件と同様であるが裁判長が安岡裁判官で
ある）。
































198） 最二小判昭和 63（1988）年 7 月 15 日判例時報 1287 号 65 頁（天皇の民事裁判権に関する判決と法
廷と裁判官の構成は同様）。


























　12 代目長官は草場良八（1990 年 2 月 20 日～ 1995 年 11 月 7 日在任）である。違憲判決
はないが，表現の自由にかかわる重要判例がある。すなわち，政見放送の自由について判
示したもの 200），TBS 事件 201），ノンフィクション「逆転」事件 202），泉佐野市民会館事件 203）が
200） 最三小判平成 2（1990）年 4 月 17 日民集 44 巻 3 号 547 頁（第 3 小法廷裁判長は安岡満彦，陪席裁
判官は坂上壽夫，貞家克己，園部逸夫）。園部裁判官による意見がある。
201） 最二小決平成 2（1990）年 7 月 9 日刑集 44 巻 5 号 421 頁（裁判長は藤島昭，陪席裁判官は香川一，
奥野久之，中島敏次郎）。奥野裁判官による，放映済みビデオテープの差押を違法とする反対意見
がある。
202） 最三小判平成 6（1994）年 2 月 8 日民集 48 巻 2 号 149 頁（第 3 小法廷裁判長は大野正男，陪席裁
判官は園部逸夫，佐藤庄市郎，可部恒雄，千種秀夫）。











　13 代目長官は三好達（1995 年 11 月 8 日～ 1997 年 10 月 30 日在任）である。最高裁長




204） 最三小判平成 6（1994）年 2 月 8 日民集 48 巻 2 号 255 頁。（第 3 小法廷裁判長は千種秀夫，陪席裁
判官は園部逸夫，佐藤庄市郎，可部恒雄，大野正男）。なお関連して大阪府知事の交際費に係る公
文書の大阪府公文書公開等条例該当性が問われた最一小判平成 6 年 1 月 28 日民集 48 巻 1 号 53 頁（第
1 小法廷裁判長は大堀誠一，陪席裁判官は味村治，小野幹雄，三好達，大白勝）がある。
205） 最三小判平成 5（1993）年 3 月 16 日民集 47 巻 5 号 3483 頁（第 3 小法廷裁判長は可部恒雄，陪席
裁判官は坂上壽夫，園部逸夫，佐藤庄市郎）。
206） 最三小判平成 7（1995）年 2 月 28 日民集 49 巻 2 号 639 頁（泉佐野市民会館事件と裁判官の構成は
同じだが，裁判長は可部裁判官が務めている）。
207） 最一小判平成 7（1995）年 5 月 25 日民集 49 巻 5 号 1279 頁（裁判長は三好達，陪席裁判官は大堀誠一，
小野幹雄，遠藤光男）。本事件については，本講義案第 3 章第 3 節参照。
208） 最三小決平成 3（1991）年 3 月 29 日刑集 45 巻 3 号 158 頁（裁判長は可部恒雄，陪席裁判官は坂上壽夫，
貞家克己，園部逸夫，佐藤庄市郎。少年法 23 条 2 項による不処分決定は，非行事実が認められな
いことを理由とするものであっても，刑事補償法 1 条 1 項にいう「無罪の裁判」には当たらないと
判示した。坂上裁判官の補足意見，園部裁判官の意見がある），最大判平成 4（1992）年 7 月 1 日
民集 46 巻 5 号 437 頁（成田新法事件），最大判平成 7（1995）年 2 月 22 日刑集 49 巻 2 号 1 頁（ロッ
キード事件丸紅ルート・内閣総理大臣の職務権限）など。
209） 最大決平成 7（1995）年 7 月 5 日民集 49 巻 7 号 1789 頁。最高裁のこの決定では 10 対 5 で合憲判
決が出されているが，非嫡出子相続分について問われている小法廷事件が，2013 年 2 月 28 日の各
紙報道では，大法廷に回付されたようであるから，状況は，今後変化する可能性がある。
210） 参議院議員定数不均衡訴訟で格差 6�59 倍を違憲状態とした。最大判平成 8（1996）年 9 月 11 民集
50 巻 8 号 2283 頁。
211）最大判平成 9（1997）年 4 月 2 日民集 51 巻 4 号 1673 頁。
212）最大判平成 8（1996）年 8 月 28 日民集 50 巻 7 号 1952 頁。






捺拒否事件 216），オウム真理教解散命令事件 217），上尾市福祉会館事件 218），南九州税理士会事
件 219），選挙に関して，拡大連座制の憲法適合性を判断した事件 220）などがある。





れについては格差 2�3 倍を 14 対 9 で合憲判断した。ただし 5 人の裁判官が選挙区の区割
と言われる。信教の自由（第 20 条），教育を受ける権利（第 26 条），平等権（第 14 条）などの侵
害が主張され，原告の請求を認容した大阪高裁の判決を認容した（高専側の上告を棄却）。
214） 最三小判平成 9（1997）年 9 月 9 日民集 51 巻 8 号 3850 頁（裁判長は尾崎行信，陪席裁判官は園部逸夫，
大野正男，千種秀夫，山口繁）。いわゆる病院長自殺国賠訴訟。註 28（第 3 章第 1 節 5）参照。
215） 最三小判平成 7（1995）年 12 月 5 日判例時報 1563 号 81 頁・判例タイムズ 906 号 180 頁（第 3 小
法廷裁判長は千種秀夫，陪席裁判官は園部逸夫，可部恒雄，大野正男，尾崎行信）。
216） 最三小判平成 7（1995）年 12 月 15 日刑集 49 巻 10 号 842 頁（再婚禁止期間に関する前註掲示の判
例と裁判官の構成は同様であるが，裁判長は可部裁判官である）。
217） 最一小決平成 8（1996）年 1 月 30 日民集 50 巻 1 号 199 頁（第 1 小法廷裁判長は小野幹雄，陪席裁
判官は高橋久子，遠藤光男，藤井正雄）。
218） 最二小判平成 8（1996）年 3 月 15 日民集 50 巻 3 号 549 頁（第 2 小法廷裁判長は根岸重治，陪席裁
判官は大西勝也，河合伸一，福田博）。裁判所サイト掲載の要旨等によれば，「何者かに殺害された
Ｄ【JR 東日本】関係労働組合の連合体の総務部長の合同葬に使用するためにされた市福祉会館の










219） 最大判平成 8（1996）年 3 月 19 日民集 50 巻 3 号 615 頁。詳しくは佐藤註 1 前掲「憲法総論の再検討」
第 3 章第 4 節 3 を参照。
220） 最一小判平成 9（1997）年 3 月 13 日民集 51 巻 3 号 1453 頁（第 1 小法廷裁判長は遠藤光男，陪席
裁判官は小野幹雄，高橋久子，井嶋一友，藤井正雄）。























223）最大判平成 11（1999）年 11 月 10 日民集 53 巻 8 号 1441 頁。
224）最大判平成 11（1999）年 11 月 10 日民集 53 巻 8 号 1577 頁。
225）最大判平成 11（1999）年 11 月 10 日民集 53 巻 8 号 1704 頁。
226）最大判平成 14（2002）年 9 月 11 日民集 56 巻 7 号 1439 頁。
227） 最一小判平成 14 年 4 月 25 日 206 号 233 頁・判例時報 1785 号 31 頁（第 1 小法廷裁判長は深澤武久，
陪席裁判官は井嶋一友，藤井正雄，町田顯，横尾和子）。深澤裁判官，横尾裁判官がそれぞれ反対
意見を書いている。本判決について詳しくは佐藤註 1 前掲「憲法総論の再検討」第 3 章第 4 節 3 を
参照。
228）最大決平成 10（1998）年 12 月 1 日民集 52 巻 9 号 1761 頁。
229）最大判平成 11（1999）年 3 月 24 日民集 53 巻 3 号 514 頁。




















　16 代目長官は島田仁郎（2006 年 10 月 16 日～ 2008 年 11 月 21 日在任）。在任期間は 2
年ほどであるが非嫡出子国籍取得請求事件 244）での違憲判決が重要である。下級審での違
同様であるが，裁判長は千種裁判官が務めている）。
232） 最三小判平成 14（2002）年 9 月 24 日集民 207 号 243 頁（裁判長は上田豊三，陪席裁判官は金谷利廣，
奥田昌道，濱田邦夫）。
233） 最三小判平成 14（2002）年 6 月 11 日民集 56 巻 5 号 958 頁（石に泳ぐ魚事件判決と裁判官の構成
は同様であるが，裁判長は濱田裁判官が務めている）。
234）最大判平成 14（2002）年 2 月 13 日民集 56 巻 2 号 331 頁。
235） 最二小判平成 12（2000）年 3 月 17 日判例タイムズ 1031 号 162 頁（第 2 小法廷裁判長は福田博，
陪席裁判官は河合伸一，北川弘治，亀山継夫，梶谷玄）。河合伸一と福田博による補足意見がある。
236）最大判平成 17（2005）年 9 月 14 日民集 59 巻 7 号 2087 頁。
237） 参議院議員定数不均衡訴訟（最大判平成 16（2004）年 1 月 14 日集 58 巻 1 号 56 頁），参議院非拘
束名簿式比例代表制違憲訴訟（最大判平成 16（2004）年 1 月 14 日集 58 巻 1 号 1 頁。
238）最大判平成 17（2005）年 1 月 26 日民集 59 巻 1 号 128 頁。
239） 最二小判平成 15（2003）年 3 月 14 日民集 57 巻 3 号 229 頁（第 2 小法廷裁判長は北川弘治，陪席
裁判官は福田博，亀山継夫，梶谷玄，滝井繁男）。
240） 最二小判平成 15（2003）年 9 月 12 日民集 57 巻 8 号 973 頁（第 2 小法廷裁判長は滝井繁男，陪席
裁判官は福田博，北川弘治，亀山継夫，梶谷玄）。亀山裁判官及び梶谷裁判官による反対意見がある。
241） 最二小判平成 16（2004）年 11 月 29 日判例時報 1879 号 58 頁（第 2 小法廷裁判長は津野修，陪席
裁判官は北川弘治，滝井繁男）。
242）最大判平成 18（2006）年 3 月 1 日民集 60 巻 2 号 587 頁。
243） 最二小判平成 18（2006）年 6 月 23 日集民 220 号 573 頁・判例時報 1940 号 122 頁（第 2 小法廷裁
判長は今井功，陪席裁判官は滝井繁男，中川了滋，古田佑紀）。滝井裁判官の補足意見がある。




放条例事件 247），学生無年金障害者訴訟 248），検閲の意義にかかわるメイプルソープ事件 249），プ
ライバシーの権利，より正確には自己情報コントロール権が問題となった住基ネット訴
訟 250），反戦ビラの自衛隊宿舎に立ち入って投函する行為が住居侵入罪にあたるとされるこ
とは 21 条 1 項の表現の自由を侵害しないかが問われ，正面からこれに答えなかったため



















業大学論集　社会科学編』117 号（2007 年 2 月）1-30 頁参照。
247） 最三小判平成 19（2007）年 9 月 18 日刑集 61 巻 6 号 601 頁（第 3 小法廷裁判長は堀籠幸男，陪席
裁判官は藤田宙靖，那須弘平，田原睦夫，近藤崇晴）。堀籠裁判官，那須裁判官による補足意見と，
藤田裁判官，田原裁判官による反対意見がある。余談であるが，他の判決においても同様であるが，




248） 最二小判平成 19（2007）年 9 月 28 日民集 61 巻 6 号 2345 頁（第 2 小法廷裁判長は津野修，陪席裁
判官は今井功，中川了滋，古田佑紀）。
249） 最三小判平成 20（2008）年 2 月 19 日民集 62 巻 2 号 445 頁（第 3 小法廷裁判長は那須弘平，陪席
裁判官は藤田宙靖，堀籠幸男，田原睦夫，近藤崇晴）。堀籠裁判官による反対意見がある。わいせ
つ概念に関する興味深い指摘もあるが，別稿で論じたい。





　17 代目は竹﨑博允（2008 年 11 月 25 日～現在も在任）である。在任中であるから今後
の傾向をここで軽々に記すわけにはいかないが，すでに 1 件の違憲判断がある（空知太神
社違憲判決 252） 。参議院議院議員定数不均についての訴訟が再び提起されたため，その判
決がある 253）。最大格差 1 対 4�86 であったが，改正までの時間的な切迫性などから合憲判断
を下している。
　9 代目以後の長官はすべて裁判官出身である。すでに見たように，在任期間が非常に短
















251） 最二小判平成 20（2008）年 4 月 11 日刑集 62 巻 5 号 1217 頁（第 2 小法廷裁判長は今井 功，陪席裁
判官は津野修，中川了滋）。
252） 最大判平成 22（2010）年 1 月 20 日民集 64 巻 1 号 1 頁。なお本大法廷判決は破棄差戻であり，そ
の後 2010 年 12 月 6 日に札幌高裁で一部原判決が取り消され，請求が棄却された後，2012 年 2 月
16 日にはこの差戻高裁判決からの上告が棄却されている。また，空知太神社については違憲判決
であったが，同日に判示された富平神社に関する判示は合憲判決である（民集 64 巻 1 号 128 頁。）。
253）最大判平成 21（2009）年 9 月 30 日民集 63 巻 7 号 1520 頁。
254）最大判昭和 24（1949）年 6 月 13 日刑集 3 巻 7 号 974 頁。











　昭和 40 年代（1965 年以降），若干名のリベラルな政治思想を持った裁判官が任命され
ていた時期に，初の法令違憲の判断が示されているが，5 代目長官の石田和人が任命され




















最高裁判事を具体的に見てみれば，元大審院長・貴族院議院の霜山精一（1947 年 8 月 4
日～ 1954 年 10 月 14 日在任），貴族院議院・衆議院法制局長を歴任した入江俊郎（1952
202
大阪産業大学論集　人文・社会科学編　19
年 8 月 30 日～ 1971 年 1 月 9 日在任），仙台地方裁判所長だけでなく参議院法制局長を






4 月 4 日～ 1980 年 1 月 18 日在任），角田礼次郎（1983 年 11 月 8 日～1990 年 12 月 3 日在




（1997 年 9 月 24 日















































　日本国憲法は，明治憲法が第 6 章「会計」で規定した内容を第 7 章「財政」で規定する。
行政権優位であった「会計」と異なり「財政」の章では国会の権限が強化されている 258）。
257） マグナ・カルタにもその萌芽があったし，アメリカ独立宣言のスローガンは「代表なくして課税無
し」（No taxation without representation, Taxation without representation is tyranny）であった。






























259） なお，予算を伴う法律案について，予算を伴う法律案提出には衆議院で議員 50 人以上，参議院で
議員 20 人以上の賛成が要件とされている（国会法第 56 条第 1 項）ことは，一応合憲であると解さ
れているが（第 3 章１（3）及び（6）参照），仮に「予算を伴なう法律案を発議するには，内閣の
同意を必要とする」との要件が法律上設けられると，行政権による過度の立法権への関与となるか





その検査報告とともに，これを国会に提出しなければならない」（第 90 条第 1 項）。決算は，
一会計年度における国家の現実の収入支出の実績を示す確定的計数を内容とする国会行為























260） 「社寺等に無償で貸し付けてある国有財産の処分に関する法律」（昭 22 法 53）についての最大判昭

























261）最判平成 5（1993）年 2 月 16 日民集 47 巻 3 号 1687 頁：箕面忠魂・慰霊祭訴訟最高裁判決。
262）最判平成 11（1999）年 10 月 21 日判例時報 1696 号 96 頁。
263）最大判平成 22（2010）年 1 月 20 日民集 64 巻 1 号 1 頁。
264）中立性の確保が本来の目的だとする考え方も自主性確保説に近いものと思われる。
265） 法制局一発第 8 号昭和 32（1957）年 2 月 22 日社会教育局長あて法制局第一部長回答 <http://
www�mext�go�jp/b_menu/hakusho/nc/t19570222001/t19570222001�html>。
266）長谷部 347 頁。なお東京高判平成 2（1990）・1・29 高民集 43-1-1（幼児教室助成違憲訴訟）参照。
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従来の区域による」（地方自治法第 5 条第 1 項）としたので，現在の地方公共団体の区域
は原則としては江戸時代から連綿と続いているものであることがわかる。
第２節　地方自治の本旨






囲内で条例を制定することができる」と規定する第 94 条が置かれている。この第 93 条と
第 94 条が第 92 条に言う地方自治の本旨の内実であると解される。すなわち，地方自治の
基本原則（第 92 条）に続いて，その内実としての地方公共団体の機関に関する規定（第
93 条）と地方公共団体の権能に関する規定（第 94 条）が置かれているのであって，地方






























267）伝来説。宮澤 764 頁，田中二郎『行政法（中）』（弘文堂，1955 年）109 頁以下。
268）固有権説。手島孝『憲法学の開拓線』（三省堂，1985 年）254 頁以下。
269） 制度的保障説。成田頼明「地方自治の保障」『日本国憲法体系 5 巻』有斐閣，1964 年，135 頁以下。
なお，清宮 55 頁，田上譲治「新憲法と自治監督」『地方自治論文集』（地方財務協会，1954 年）26 頁。
270） 解釈論として最も極端な説は，「第 92 条は畢竟ただ単に地方自治が適当である限りにおいて地方自
治を行うべきことを命じたものに止まり，その意味においては，極端に言へばそれは全くの無内容
の規定」である（柳瀬良幹『憲法と地方自治』（有信堂，1954 年）15 頁）との説である。










でに 15 本のみが制定されているだけであって（1951 年が最後），ほとんど使われていな
い 274）。2001 年 11 月 30 日に那覇地方裁判所で下された判決において原告が，沖縄のみに実
際問題として適用される駐留米軍用地特別措置法改正法は，第 95 条の言う地方自治特別
法に当たると主張していたのが注目される 275）。なお，都制に伴う特別区の定めについては，












自治法第 238 条の 6 第 1 項は「旧来の慣行により市町村の住民中特に公有財産を使用する
権利を有する者があるときは，その旧慣による。その旧慣を変更し，又は廃止しようとす
るときは，市町村の議会の議決を経なければならない」と規定していることは注目される。
274） ただし，以下のような憲法 95 条に基づかない法律がある。「古都における歴史的風土の保存に関す
る特別措置法」「明日香村における歴史的風土の保存及び生活環境の整備等に関する特別措置法」。
275） 最大判平成 8（1996）年 8 月 28 日民集 50 巻 7 号 1952 頁。最終的には最高裁で原告側が敗訴している。




















論争は，ルソー 281），アベ・シェイエス（Abbé Sieyès, 1748-1836）282），1789 年フランス人権
宣言，1791 年フランス憲法，1793 年フランス憲法の「国民主権」概念を考察の基礎においた，
杉原泰雄（一橋大学名誉教授）と樋口陽一（東京大学名誉教授）との論争であった。フラ
ンス 1958 年憲法前文で言及されている，1789 年 8 月 26 日フランス人権宣言は，「国民と
278） 本章は，佐藤潤一「改憲問題の現況と課題に関する覚書―憲法と平和を考える視点―」『平和学論










は，相互に平等な個人のみからなる」という考え方を示し，フランス 1791 年 9 月 3 日憲
法は「国民とは，全国籍保持者の統一団体である」という「国民（ナシオン nation）主権」
























283） 芦部信喜『憲法学 I　憲法総論』（有斐閣，1992 年）244 ～ 245 頁，佐藤註 1 前掲「憲法総論の再検







































帝國議會ノ議ニ付スヘシ」（第 1 項）「此ノ場合ニ於テ兩議員ハ各〻其ノ總員 3 分ノ 2 以上














































く。Hans Kelsen, Allgemeine Rechtslehre， 1925（清宮四郎訳『一般国家学』岩波書店，1971 年）；
Reine Rechtslehre, 934（横田喜三郎訳『純粋法学』岩波書店，1973 年）What Is Justice?, 957, sp�, p. 
224.; Hans Kelsen, General Theory of Law and State, 1945, esp�, p� 121（尾吹善人訳『法と国家の
一般理論』木鐸社，1991 年）。ケルゼンの学説については，長尾龍一『ケルゼン研究  Ⅰ 』（信山社，
1999 年），菅野喜八郎『国権の限界問題』（木鐸社，1978 年），同『続・国権の限界問題』（木鐸社，






































法の境界』（羽鳥書店，2009 年）第 1 章（同 3 頁以下）がある。





















　1955 ～ 64 年は，天皇制論と，9 条 2 項の削除，改正要件の緩和，国民投票規定の削除
が主張された。この時期の改憲案は，今でもほぼ同様に主張される。これに対して，1965
～ 80 年は，自民党案が出されただけである。経済的に安定していた時期には，改憲提案






ている。すなわち，改正のための衆参両院による発議要件を 3 分の 2 から過半数へと改訂
















議 員 定 数
選挙区制 146 人
475 ※人 242 人
比例代表 96 人比例代表 180 人
4 年 任    期 6 年（3 年ごとに半数改選）
満 20 歳以上の男女 選 挙 権 満 20 歳以上の男女
満 25 歳以上の男女 被 選 挙 権 満 30 歳以上の男女
あり 解    散 なし
※ 平成 25 年 8 月 23 日法律第 95 号（平成 24 年 11 月 26 日提出法案）〔2013 年 6 月 24 日成立〕「衆
議院小選挙区選出議員の選挙区間における人口較差を緊急に是正するための公職選挙法及び衆
議院議員選挙区確定審議会設置法の一部を改正する法律」による定数削減。
〔 校正段階で 2013 年 9 月 4 日に最高裁大法廷で民法の非嫡出子法定相続分規定を違憲とする判決
を下したとの報に接した。近いうちに別稿で検討したいと考えている。〕
